
第52回サステナビリティ基準委員（SSBJ）
での審議の概要

2025年5月19日開催

2025年5月21日

第52回の審議では、サステナビリティ関連情報のアップデート、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という）の運営方針

についての審議、ISSB公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」への対応の審議が行われました。また、2025年5

月のサステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）の概要について報告が行われました。

【第52回SSBJで審議された事項】

審議事項

(1) サステナビリティ関連情報のアップデート（参考資料1-2）

(2) サステナビリティ基準委員会の運営方針（審議事項C3-1）(※1)

(3) ISSB公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」への対応（審議事項B2）

(4) 2025年5月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）の報告（速報）（審議事項B11）

(※1) 審議事項C3-1については、資料は非公開

審議事項

(1) サステナビリティ関連情報のアップデート（参考資料1-2）

サステナビリティ関連情報のアップデートとして、2025年4月21日に開催された「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に

関するワーキング・グループ」（以下「WG」という）（第6回）で議論された5つの論点について、金融庁よりWG事務局説明

資料（参考資料1-2）を用いて説明が行われました。また、2025年3月及び4月に開催された「サステナビリティ情報の保

証に関する専門グループ」（第2回及び第3回）における議論の概要についても、金融庁より説明が行われました。

【審議結果】

金融庁より、SSBJ基準の金融商品取引法令への取込みについては、WGにおいて賛成多数で反対意見はなかったことから

引続き制度整備を行っていく旨の説明がありました。また、Scope 3のGHG排出を対象としたセーフハーバーの導入にあたり検

討が必要と思われる論点（※2）については、夏以降に検討の場を設けて審議をしていく必要があると考えている旨の説明

がありました。

（※2）想定される論点として、セーフハーバーの内容、適用要件、適用範囲（将来情報等の特定の情報orサステナビリ

ティ情報or非財務情報）、効果（民事／刑事／行政）が挙げられています（参考資料1-2 P.14）。

(2) サステナビリティ基準委員会の運営方針（審議事項C3-1）

SSBJの今後3年間の中期運営方針（案）（※3）について、中條常勤委員より前回（第51回SSBJ）の審議からの

変更点を中心に説明がなされ、審議が行われました。

（※3） 2025年4月1日より、一部の委員の交代により新たな体制となったことに伴い、これまでの活動を振り返るとともに、

今後3年間のSSBJ基準の開発の基本的な方針及び国際的なサステナビリティ開示基準の開発に関連する活動

を行うにあたっての基本的な方針を示すため、中期運営方針を策定し、公表するため審議が行われました。
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【審議結果】

審議の結果、サステナビリティ基準委員会の中期運営方針（案）について引続き検討し、次回のSSBJにおいて文案につ

いて委員の了承を得て最終化したい旨の発言が、川西委員長よりありました。

(3) ISSB公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」への対応（審議事項B2）

国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）が公表した公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」

（以下「本公開草案」という）（※4）について、SSBJよりISSBに対してコメント・レターを提出するため、本公開草案の概要

及びSSBJ事務局による気付き事項についてSSBJ事務局より説明がなされるとともに、気付き事項におけるコメントの方向性

について審議が行われました。

（※4） ISSBより2025年4月28日に公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」（IFRS S2号「気候関連開示」

の修正案）（コメント期限：2025年6月27日）が公表されています。

【審議結果】

審議の結果、事務局の提案が基本的に支持され、引続き審議することとされました。SSBJ事務局からは、次回の委員会

において、コメント・レターの文案を提示するように進める旨の説明がありました。

(4) 2025年5月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）の報告（速報）（審議事項B11）

SSBJもメンバーとして参加したISSBの諮問機関であるサステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）（2025 年5月

13日及び14日開催）の概要について、報告が行われました。

参 考   ：第52回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会

関連記事： 第51回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第50回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第49回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する最

新動向を取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0519.html
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250409.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250325-2.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250221.pdf
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/audit/perspectives/newsletter.html
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